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Ⅰ　産業振興部機構と事務分掌

　１　機構図

産業創出係

企業立地係

商業サービス業係

ものづくり係

金融係

企画調整係

計量検査所

中心市街地活性化推進室産業政策課

産業創出課

産業支援課

雇用推進課

産業振興部

1



2 

２ 事務分掌・職員数  （令和7年4月1日現在） 

 

産業振興部長       1名 

        計  51名 

 

課 名 等 係 名 職員数 事   務   分   掌 

産業政策課 

 

課長  1名 

計   12名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画調整係 6 

(育休

1含

む。) 

(1) 局、部及び課に属する庶務並びに局内及び部

内事務の連絡調整に関すること。 

(2) 産業政策全般に係る総合的な企画及び調整に

関すること。 

(3) 産業情報の収集及び提供に関すること。 

(4) 商工団体及び関係機関との連絡調整に関する

こと。 

(5) 貿易の振興に関すること。 

(6) かごしま春祭に関すること。 

(7) 旧食肉センターに関すること。 

(8) 各種講習及び研修会に関すること。 

(9) 予算経理に関すること。 

(10) 公印の保管に関すること。 

 

中心市街

地活性化

推進室 

2 

 

 

(1) 中心市街地活性化基本計画に関すること。 

(2) 中心市街地活性化プロジェクトの推進に関す

ること。 

(3) 中心市街地活性化に係る連絡調整に関するこ

と。 

(4) 株式会社まちづくり鹿児島との連絡調整に関

すること。 
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課 名 等 係 名 職員数 事   務   分   掌 

 計量検査所 3 (1) 計量器の定期検査に関すること。 

(2) 計量器の代検査に関すること。 

(3) 立入検査に関すること。 

(4) その他計量検査取締りに関すること。 

(5) 計量に関する鑑定、調査及び研究に関するこ

と。 

(6) 計量に関する再検査及び異議の申立てに関す

ること。 

(7) 計量器の製造、修理、販売等の事業指導に関

すること。 

(8) 計量知識の啓発に関すること。 

(9) その他計量に関すること。 

(10) 分庁舎の維持管理に関すること。 

 

産業創出課 

 

課長  1名 

計   12名 

産業創出係 7 (1) 新産業の創出支援に関すること。 

(2) クリエイティブ産業に関すること。 

(3) ソーシャルビジネスに関すること。 

(4) 産業における異業種間の交流及び連携に関す

ること。 

(5) 農商工等連携に関すること。 

(6) 各種講習及び研修会に関すること。 

 (7) 創業支援に関すること。 

 (8) ベンチャー企業の育成支援に関すること。 

 (9) 鹿児島市クリエイティブ産業創出拠点施設等

に関すること。 

(10) 予算経理に関すること。 

(11) 公印の保管に関すること。 

(12) その他課に属する庶務に関すること。 

 

企業立地係 4 (1) 企業立地に係る企画及び調査に関すること。  

(2) 企業立地に係る情報収集及び立地促進に関す

ること。 

(3) 立地企業の支援に関すること。 
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課 名 等 係 名 職員数 事   務   分   掌 

産業支援課 

 

課長  1名 

計   19名 

商業サー

ビス業係 

6 (1) 第３次産業の振興に係る総合的な企画及び調

整に関すること。 

(2) 商店街再開発等に関すること。 

(3) 商店街振興組合法に関すること。 

(4) 各種講習及び研修会に関すること。 

(5) 人材育成及び後継者の育成に関すること。 

(6) 流通対策に関すること。 

(7) 商業に係る統計に関すること。 

(8) 予算経理に関すること。 

(9) 公印の保管に関すること。 

(10) その他課に属する庶務に関すること。 

 

ものづく

り係 

7 

(育休

2含

む。) 

(1) 第２次産業の振興に係る総合的な企画及び調

整に関すること。 

(2) 経営指導及び相談に関すること。 

(3) 各種講習及び研修会に関すること。 

(4) 人材育成及び後継者の育成に関すること。 

(5) 鉱業に関すること。 

(6) 伝統工芸品産業の振興に関すること。 

(7) 特産品の普及及び販路拡張に関すること。 

(8) 共同施設の管理運営に関すること。 

(9) 工業に係る統計に関すること。 

 

金融係 5 

(育休

1含

む。) 

(1) 中小企業に対する融資及びあっ旋に関するこ

と。 

(2) 信用保証協会に関すること。 

(3) 中小企業の金融事情の調査に関すること。 

(4) その他中小企業の金融に関すること。 
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課 名 等 係 名 職員数 事   務   分   掌 

雇用推進課 

 

課長  1名 

計   7名 

 6 (1) 雇用安定対策に係る企画調整に関すること。 

(2) 勤労者団体及び関係機関との連絡調整に関す

ること。 

(3) 雇用情勢の調査及び資料収集に関すること。 

(4) 雇用相談及び労働相談に関すること。 

(5) 若者等の就労促進に関すること。 

(6) 中小企業勤労者の福利厚生に関すること。 

(7) 中小企業勤労者の退職金共済制度の助成に関

すること。 

(8) 職業訓練及び職業訓練センターに関するこ

と。 

(9) 技能功労者等の表彰に関すること。 

(10) 鹿児島市シルバー人材センターに関するこ

と。 

(11) 鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンタ

ーに関すること。 

(12) 勤労者交流センターに関すること。 

(13) 予算経理に関すること。 

(14) 公印の保管に関すること。 

(15) その他課に属する庶務に関すること。 

 

 



Ⅱ　令和７年度商工振興施策概要

　1　 令和７年度当初予算

　　(1) 歳出予算総括表

会計 款 項 目 令和7年度 令和6年度 対前年増減額 対比（％）

一　般　会　計 295,356,000 282,524,000 12,832,000 104.5

商　工　費 9,292,571 9,282,817 9,754 100.1

商　工　費　※ 2,162,876 2,390,891 △ 228,015 90.5

商工総務費 907,323 1,040,245 △ 132,922 87.2

商工業振興費 935,437 1,002,447 △ 67,010 93.3

計量検査費 12,912 11,884 1,028 108.7

雇用対策費 307,204 336,315 △ 29,111 91.3

計 2,162,876 2,390,891 △ 228,015 90.5

※目は産業振興部関係分のみ抜粋
　（ただし、商工総務費には観光交流局の人件費等を含む。）

　　(2) 歳出予算財源内訳 （単位：千円）

予算額 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一　般　会　計 295,356,000 102,397,222 18,820,846 9,406,620 164,731,312

商　工　費 9,292,571 100,482 1,342,600 1,574,392 6,275,097

商　工　費　※ 2,162,876 68,498 63,900 91,238 1,939,240

商工総務費 907,323 1,000 14,609 891,714

商工業振興費 935,437 34,253 62,661 838,523

計量検査費 12,912 3,510 9,402

雇用対策費 307,204 34,245 62,900 10,458 199,601

計 2,162,876 68,498 63,900 91,238 1,939,240

※目は産業振興部関係分のみ抜粋
　（ただし、商工総務費には観光交流局の人件費等を含む。）

令和7年度

（単位：千円）

会計 款 項 目
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２ 　 主要施策概要

　 　 令 和 7 年 度 主 要 事 業 一 覧　 　

課　 名 事業費

産業政策課 ( 1)  商工業振興プラ ン の推進

ｱ　 鹿児島市商工業振興プラ ン 推進事業 2, 108千円

ｱ　 中小企業指導団体助成事業 20, 100千円

ｱ　 輸出チャ レ ン ジ支援事業 700千円

ｲ　 地域商社支援事業 3, 000千円

ｳ　 日本貿易振興機構鹿児島貿易情報セン タ ー助成事業 1, 150千円

ｴ　 貿易関係団体に対する 負担金（ 鹿児島県貿易協会負担金ほか） 400千円

ｵ　 水産加工業の輸出向けＨ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ 等対応施設整備事業
　 【 令和６ 年度繰越事業】

45, 188千円

ｱ　 食肉セン タ ー施設管理事業 3, 369千円

ｲ　 食肉セン タ ー施設設備整備事業 56, 585千円

ｱ　 中小企業等経営強化法に基づく 中小企業者の設備投資促進 -

ｱ　 中心市街地活性化推進事業 6, 712千円

ｱ　 計量検査指導事業 12, 546千円

ｲ　 暮ら し に役立つ計量啓発事業 55千円

ｱ　 産業政策課分庁舎施設整備事業 1, 149千円

産業創出課 ( 1)  地域経済全般新産業の創出支援

ｱ　 オープン イ ノ ベーショ ン 創出支援事業 8, 826千円

( 2)  ク リ エイ ティ ブ産業の振興

ｱ　 ク リ エイ ティ ブ産業創出拠点施設企画運営事業 74, 980千円

ｲ　 ク リ エイ ティ ブ人材誘致事業 2, 552千円

ｳ　 かご し ま ク リ エイ タ ー成長促進事業 4, 850千円

( 3)  創業支援

ｱ  ソ ーホ ーかご し ま 管理運営事業 22, 142千円

ｲ　 新規創業者等育成支援事業 9, 363千円

ｳ　 次世代アン ト レ プレ ナー育成事業 502千円

ｴ　 ス タ ート アッ プ等成長促進事業 993千円

ｵ　 地域課題解決ビ ジネス 支援事業 34, 500千円

( 4)  企業立地

ｱ　 企業立地推進事業 444, 689千円

事　 　 業　 　 名　 　 等

( 8)  分庁舎の維持管理

( 4)  食肉セン タ ー

( 3)  貿易の振興

( 2)  中小企業指導団体への支援

( 6)  中心市街地活性化

( 5)  中小企業者の設備投資促進

( 7)  適正計量の推進
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課　 名 事業費事　 　 業　 　 名　 　 等

産業支援課

ｱ　 共同施設設置事業に対する 助成 6, 907千円

ｲ  組織化助成 100千円

ｳ　 明る い商店街づく り 支援事業 7, 244千円

ｴ　 桜島降灰対策事業 994千円

ｵ　 創業者テナン ト マッ チン グ 事業 4, 000千円

ｶ　 頑張る 商店街支援事業 18, 500千円

ｷ  大学連携によ る 繁盛店づく り コ ン サルティ ン グ 事業 929千円

ｸ  街なかリ ノ ベーショ ン 推進事業 4, 906千円

ｹ　 商店街歩行者通行量調査【 隔年実施】 -

ｺ　 中心市街地にぎわい創出支援事業 13, 000千円

ｻ　 小規模事業者Ｉ Ｃ Ｔ 導入促進支援事業 3, 600千円

ｼ　 プレ ミ アム 付商品券等発行支援事業【 令和６ 年度繰越事業】 408, 000千円

ｽ　 中小企業デジタ ル広告支援事業【 再掲】 5, 028千円

ｱ　 共同施設設置事業に対する 助成【 再掲】 6, 907千円

ｲ  組織化助成【 再掲】 100千円

ｳ　 伝統的工芸品産業の活路開拓支援事業 2, 810千円

ｴ　 特産品宣伝事業 909千円

ｵ　 特産品コ ン ク ール開催事業 1, 200千円

ｶ　 伝統的工芸品産業の振興事業 7, 814千円

ｷ　 竹工芸技能者育成事業 578千円

ｸ　 頑張る 商店街支援事業【 再掲】 18, 500千円

ｹ　 「 メ イ ド イ ン かご し ま 」 支援事業 7, 853千円

ｺ　 Ｅ Ｃ サイ ト 導入等支援事業 2, 370千円

ｻ　 よ かも んど んど んマッ チン グ事業 2, 000千円

ｼ　 中小企業デジタ ル広告支援事業 5, 028千円

ｽ　 カゴ シマシティ コ レ ク ショ ン 販路拡大事業 10, 155千円

ｱ　 休廃止鉱山鉱害防止事業 24, 288千円

ｱ　 中小企業資金融資事業 162, 841千円

ｲ　 新規開業支援利子補給金交付事業 6, 456千円

ｳ　 金融相談事務費 335千円

( 1)  商業・ サービ ス 業の振興

( 2)  も のづく り 産業の振興

( 3)  鉱害の防止

( 4)  金融対策

8



課　 名 事業費事　 　 業　 　 名　 　 等

雇用推進課

ｱ　 障害者技能向上支援事業 245千円

ｲ　 就職困難者等雇用促進助成事業 6, 023千円

ｳ　 高年齢者就業機会確保等事業 53, 846千円

ｴ　 技能功労者等表彰 1, 294千円

ｵ　 中小企業のひろ ばの発行 1, 240千円

ｶ　 職業訓練セン タ ーの管理運営 4, 682千円

ｷ　 鹿児島市認定職業能力開発連絡協議会への助成 900千円

ｸ　 雇用促進団体への助成 180千円

ｹ　 鹿児島市認定職業能力開発校への助成 500千円

ｺ　 若年者等就職サポート 事業 435千円

ｻ　 も のづく り 職人育成支援事業 865千円

ｼ　 かご し ま で働き たい若者応援会議運営事業 55千円

ｽ　 連携中枢都市圏合同企業説明会開催事業 3, 606千円

ｾ　 若者就職応援フ ェ ア 「 みら いワ ーク “ かご し ま ” 」
   開催事業

1, 960千円

ｿ　 留学生人材確保推進事業 834千円

ﾀ　 移住・ 就業等支援事業 44, 390千円

ﾁ　 し ご と 情報ポータ ルサイ ト －

ﾂ　 雇用対策連携協定に基づく 取組 －

ﾃ　 鹿児島市勤労者労働基本調査事業 5, 588千円

ﾄ　 奨学金代理返還支援制度導入促進事業 1, 000千円

ｱ　 中小企業退職金共済制度及び特定退職金共済制度への
　  加入促進

5, 634千円

ｲ　 中小企業勤労者総合福祉推進事業 13, 166千円

ｳ　 勤労者交流セン タ ーの管理運営 78, 129千円

ｴ　 勤労者交流セン タ ー設備改修事業 80, 039千円

ｵ　 ワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス に取り 組む事業者支援事業 2, 058千円

( 2)  勤労者福祉

( 1)  雇用対策
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産 業 政 策 課 

 

(1) 商工業振興プランの推進  

地域経済の重要な担い手である中小企業を中心とした商工業の振興を図るため、令和４

年に「第２期鹿児島市商工業振興プラン」を策定した。 

プランの着実な推進に向けて、関係団体の代表者や学識経験者等で構成する「中小企業

振興推進会議」を設置し、プランに位置づけた施策の進捗状況及び成果指標の達成の状況

を把握するとともに、施策の見直しや新たな施策の展開等について協議・調整を行う。 

また、鹿児島市商工業を担う関係団体・機関や市内事業者等の実務者で構成する「熱度

マネジメント会議」を設置し、重点プロジェクトに位置付けられる施策の実効性を高める

ため、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行う。 

 

(2) 中小企業指導団体への支援 

  ア 中小企業指導団体助成事業 

鹿児島市中小企業振興助成条例（以下、中小企業振興助成条例という。）第5条に

基づき、中小企業者及び事業協同組合等の総合的な向上改善と育成に努めている指導

団体が行う事業に対し、事業量等を考慮して助成金を交付する。 

〔助成金の年度別推移〕                      （単位：千円） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

鹿児島商工会議所 6,400 6,400 6,400 6,400 (6,400) 

かごしま市商工会 10,500 10,500 10,500 10,500 (10,500) 

鹿児島県中小企業 

団体中央会 
1,300 1,300 1,300 1,300 (1,300) 

鹿児島県商店街振興

組合連合会 
200 200 200 200 (200) 

（一社）鹿児島市 

商店街連盟 
1,500 1,500 1,500 1,500 (1,500) 

（公社）鹿児島県 

工業倶楽部 
200 200 200 200 (200) 

※令和7年度については、予定 

 

(3) 貿易の振興 

市内の中小企業者等の海外への販路拡大に向けた取組を支援し、本市の貿易振興及び経

済の活性化を促進する。 

 

  ア 輸出チャレンジ支援事業 

    海外市場販路拡大を支援するため、中小企業者等が行う海外で開催される展示会等
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への出展や海外市場におけるニーズ調査、海外現地視察に要する経費に対し助成する。 

〔助成・成約実績〕                  （単位：件・千円） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

助成件数 休止事業 2 3 4 （5） 

助成金額 休止事業 400 381 776 （700） 

成約件数 休止事業 0 1 11 - 

※令和7年度については、予定 

 

  イ 地域商社支援事業 

    海外展開の促進を図るため、本市事業者５者以上の商品等を取り扱う地域商社の海

外販路拡大に要する経費に対し助成する。（補助対象経費の２分の１以内、補助限度

額：100万円） 

    〔助成・成約実績〕                  （単位：件・千円） 

 令和6年度 令和7年度 

助成件数 3 （3） 

助成金額 1,780 （3,000） 

成約件数 33 - 

※令和7年度については、予定 

 

  ウ 日本貿易振興機構鹿児島貿易情報センター助成事業 

    本市の貿易及び経済の振興を図るため、同センターが行う貿易・経済情報の収集、

貿易相談事業、貿易研修等の事業に対して助成する。 

    当該団体は、中小企業振興助成条例第5条に基づく指導団体として位置づけられて

いる。 

    〔助成額〕                         （単位：千円） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

助成額 1,300 1,300 1,300 1,300 (1,150) 

※令和7年度については、予定 

 

  エ 貿易関係団体に対する負担金 

〔各種団体への負担金〕                   （単位：千円） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

（公財）日本

関税協会 
48 48 48 48 (0) 

鹿児島港利用

促進協議会 
100 100 100 100 (100) 

（公社）鹿児

島県貿易協会 
300 300 300 300 (300) 

    ※（公財）日本関税協会は令和6年度に退会 
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  オ 水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業【令和６年度繰越事業】 

水産加工品の輸出拡大を図るため、食品製造事業者等が輸出先国のニーズに対応し

たＨＡＣＣＰ等の基準に適合させるための施設・機器の整備等に要する経費に対し助

成する。 

     

(4) 食肉センター 

  ア 食肉センター施設管理事業 

    食肉センター周辺の環境保全及び施設管理を行う。 

 

  イ 食肉センター施設設備整備事業 

    食肉を安定的に供給できるよう施設設備の維持補修を行うとともに、民間事業者に

より運営されているセンターの今後のあり方などを検討する。 

〔年度別処理頭数〕                        （単位：頭） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

牛 14,447 14,661 14,696 13,230 （13,533） 

豚 225,348 218,885 204,570 205,862 （202,123） 

馬 0 0 0 0 （0） 

子牛 18 14 17 14 （19） 

子馬他 0 0 0 0 （0） 

合 計 239,813 233,560 219,283 219,106 （215,675） 

    ※令和7年度については、見込み 

 

(5) 中小企業者の設備投資促進 

ア 中小企業等経営強化法に基づく中小企業者の設備投資促進 

  （ア）目的 

中小企業者が市町村の認定を受けた計画に基づき先端設備等を導入する際の支援

措置を講ずることで、生産性向上のための設備投資を促進する。 

 

  （イ）制度のイメージ 
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 （ウ）本市の導入促進基本計画の概要 

項   目 内        容 

(1) 計画の目標 ・労働生産性の向上率 年平均3％以上 

(2) 対象設備の種類 ・機械及び装置、器具及び備品、工具、建物附属設備並

びにソフトウエア 

(3) 対象区域・業種・事業 ・市内全域における全業種及び全事業を対象 

(4) 計画の期間 ・令和7年7月23日まで 

  

（エ）設備投資促進のための支援措置 

  ・地方税法に基づく固定資産税の特例措置（固定資産税の軽減措置） 

  ・事業者の計画に基づく事業の実施に必要な資金繰りの支援（信用保証） 

   

〔計画認定実績〕                       （単位：件） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

計画認定件数 14 22 40 17 8 

※特例措置の内容 

・中小企業者が計画内で賃上げ表明なし：特例措置なし 

・中小企業者が計画内で賃上げ表明あり 

１．５％以上：３年間、課税標準を１／２に軽減 

３．０％以上：５年間、課税標準を１／４に軽減 
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(6) 中心市街地活性化 

   ア 中心市街地活性化推進事業 

第４期鹿児島市中心市街地活性化基本計画を推進するとともに、中心市街地活性化

協議会に対する支援を行うことにより、都市機能の増進及び経済活力の向上を促進す

る。 

〔中心市街地活性化協議会への負担金〕                 （単位：千円） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

負担金 3,150 3,150 3,150 3,150 (3,150) 

※令和7年度については、予定 

 

○第１期計画（平成19年12月～平成25年3月)の実績 

〔目標指標の達成状況〕 

目標 目標指標 基準値 目標値 達成状況 

まちなかのにぎわい創出と

回遊性の向上 

歩行者通行量 

（20地点,土曜日

及び日曜日） 

125,531 

人／日 

（平成18年度） 

150,000 

人／日 

（平成24年度） 

130,712 

人／日 

（平成24年度） 

九州新幹線の開業効果を 

生かした観光の振興 

中心市街地の年間

入込観光客数 

6,801千人 

（平成18年） 

8,000千人 

（平成24年） 

7,653千人 

（平成24年） 

南九州随一の中心市街地の

商店街活性化 

小売業年間商品 

販売額 

209,421 

百万円 

（平成16年） 

210,000 

百万円 

（平成24年） 

174,200 

百万円 

(平成24年推計) 

 

〔計画掲載事業の進捗状況（毎年度末時点）〕 

 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

事業完了 10事業 17事業 20事業 28事業 32事業 39事業 

実施中 44事業 41事業 45事業 41事業 45事業 40事業 

未着手 9事業 7事業 4事業 7事業 3事業 1事業 

総事業数 63事業 65事業 69事業 76事業 80事業 80事業 
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○第２期計画（平成25年4月～平成30年3月）の実績 

〔目標指標の達成状況〕 

目標 目標指標 基準値 目標値 達成状況 

街なかのにぎわい創出と 

回遊性の向上 

歩行者通行量 

（30地点,土曜日

及び日曜日） 

165,664 

人／日 

（平成24年度） 

171,000 

人／日 

（平成29年度） 

156,110 

人／日 

（平成29年度） 

都市型観光の振興 
中心市街地の年間

入込観光客数 

7,762千人 

（平成23年） 

8,100千人 

（平成29年） 

8,212千人 

（平成29年） 

商業・業務機能の集積促進 
第三次産業の 

従業者数 

62,939人 

（平成21年） 

64,000人 

（平成29年） 

61,500人 

(平成29年推計) 

 

〔計画掲載事業の進捗状況（毎年度末時点）〕 

 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

事業完了  4事業 12事業 15事業 17事業 19事業 

実施中 55事業 55事業 57事業 67事業 68事業 

未着手  6事業  5事業  0事業  0事業  0事業 

総事業数 65事業 72事業 72事業 84事業 87事業 

 

 

○第３期計画（平成30年4月～令和6年3月)の概要 

※第6回計画変更認定時(令和5年3月)に計画期間1年延長 

 

〔目標指標の達成状況〕 

目標 目標指標 基準値 目標値 達成状況 

商業・サービス機能の強化 空き店舗数 
86店舗 

（平成28年度） 

70店舗 

（令和5年度） 

76店舗 

（令和5年度） 

稼ぐ観光の実現 宿泊観光客数 
2,953千人 

（平成28年） 

3,220千人 

（令和5年） 

2,946千人 

(令和5年) 
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〔参考指標の達成状況〕 

参考指標 基準値 目標値 達成状況 

歩行者通行量（30地点,土曜日及び 

日曜日） 

158,363 

人／日 

（平成28年度） 

171,000 

人／日 

（令和5年度） 

152,116 

人／日 

（令和5年度） 

「中心市街地がにぎわっている」と 

感じる市民の割合 

44.1% 

（平成28年度） 

50.0% 

（令和3年度） 

31.6% 

（令和3年度） 

 

〔計画掲載事業の進捗状況（年度末時点）〕 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

事業完了 9事業 15事業 39事業 46事業 57事業 

実施中 76事業 77事業 58事業 63事業 63事業 

未着手 0事業 0事業 0事業 0事業 0事業 

総事業数 85事業 92事業 97事業 109事業 120事業 

 

 

○第４期計画（令和6年4月～令和11年3月)の概要 

〔計画掲載事業数〕 72事業（令和7年4月時点） 

 

〔目標指標〕 

目標 目標指標 基準値 目標値 最新値 

街なかのにぎわい創出と 

回遊性の向上 

歩行者通行量 

（30地点、土曜日

及び日曜日） 

143,403 

人/日 

（令和4年度） 

171,000 

人/日 

（令和10年度） 

155,925 

人/日 

（令和6年度） 

都市型観光の推進 宿泊観光客数 
2,421千人 

（令和4年） 

3,388千人 

（令和10年） 

2,946千人 

(令和5年) 

 

〔参考指標〕 

参考指標 基準値 目標値 最新値 

空き店舗数 
78店舗 

（令和4年度） 

66店舗 

（令和10年度） 

86店舗 

（令和6年度） 

「中心市街地がにぎわっている」と感じる

市民の割合 

31.6％ 

（令和3年度） 

43.9％ 

（令和8年度） 

31.6％ 

（令和3年度） 
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〔計画掲載事業の進捗状況（年度末時点）〕 

 令和6年度 

事業完了 5事業 

実施中 67事業 

未着手 0事業 

総事業数 72事業 

 

(7) 適正計量の推進 

  ア 計量検査指導事業 

取引上又は、証明上の計量に使用されている計量器について、定期検査・立入検査

を実施することで計量器の信頼性を確保するとともに、計量の安全確保に努める。 

〔定期検査実績〕                 （単位：個） 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

2,673 2,910 2,805 2,792 (2,805) 

  ※令和7年度については、予定 

 

  イ 暮らしに役立つ計量啓発事業 

計量の学習や体験を通して計量への理解を深め、正しい計量知識をはぐくみ市民生

活の安心安全を確保する。 

   (ア)「計量のひろば」の開催 

計量記念日に、県や県計量協会等と共催し、計量思想の普及啓発を図るため、

「計量のひろば」を開催し、商品量目コーナー等を実施する。 

 

(イ)「計量啓発パネル展」の開催 

計量についての認識を深めてもらうために、各種イベント等で計量に関するパ

ネル展を開催する。 
 

(8) 分庁舎の維持管理 

  ア 産業政策課分庁舎施設整備事業 

鹿児島市蛍光灯照明器具のＬＥＤ化指針に基づき、産業政策課分庁舎の照明器具の

ＬＥＤ化を行う。（令和7年度新規事業） 
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産 業 創 出 課 

 

(1) 新産業の創出支援 

ア オープンイノベーション創出支援事業 

オープンイノベーションによる新たな産業やビジネスの創出を促進するため、中小企

業者の課題や強みを明確化するワークショップや企業間のビジネスコラボレーション

創出交流イベントを開催するとともに、共創の手法により成長を目指す企業に対し伴走

型の支援等を行う。 

※令和7年度新規事業のため、実績なし 

 

(2) クリエイティブ産業の振興 

ア クリエイティブ産業創出拠点施設企画運営事業  

クリエイティブ産業の振興を図るため、クリエイティブ人材の育成や多様な事業者

等のコミュニティ形成を支援するほか、起業したい人やスタートアップ（新規性の高

い事業で急成長を目指す企業）の支援等を行う「マークメイザン」の企画運営を行

う。 

（マークメイザン施設概要） 

入居用施設（24室）、シェアオフィス（6ブース）、交流スペース、テストキッチン、

ユーティリティスタジオ等 

〔入居用施設使用者数（年度末）〕              （単位：事業者） 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

15 16 14 15 ― 

 

イ クリエイティブ人材誘致事業 

    製品の高付加価値化等に必要なクリエイティブ人材を誘致するため、本市の生活環

境やビジネス環境を体感できる短期移住体験プログラムを実施するほか、移住したク

リエイティブ人材のコミュニティ形成支援等に取り組む。 

〔イベント等開催実績〕 
 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6 年度 令和 7年度 

ＵＩＪターンイベント 休止事業 
25 名 

年 2 回 

31 名 

年 3 回 

47 名 

年 3 回 

 

お試し移住イベント 休止事業 8 人 8 人 9 人 (10 人) 

移住 

補助金 

交通費 

(令和 2年度

まで) 

休止事業    

 

改修費／ 

設備投資費 
休止事業 

3 件/ 

199 千円 

2 件/ 

200 千円 

0 件/ 

0 千円 

 

※令和7年度については、予定 
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ウ かごしまクリエイター成長促進事業 

    デザイナーなど、製品の高付加価値化等に必要な市内クリエイターの活用に係る経費

を助成するとともに、その成長を促進するため、市内で活動する多様なクリエイターが

集い、ビジネススキルの向上やビジネスマッチング、クリエイター同士の交流を深める

ための複合型イベントを開催する。 

〔イベント等開催実績〕 

 令和6年度 令和7年度 

MEIZAN CREATIVE DAYS 延べ524人 （延べ610人） 

クリエイター活用促進補助金 5件/1,000千円 （5件/1,000千円） 

※令和7年度については、予定 

 

(3) 創業支援 

ア ソーホーかごしま管理運営事業 

新規創業の促進を図るため、ＳＯＨＯ事業者を育成・支援する拠点施設として、ソ

ーホーかごしまの管理運営を行う。 

    （ソーホーかごしま施設概要） 

     入居用施設（21室）、会議室、ワークブース、交流サロン、 

    商談コーナー等 

    〔入居用施設使用者数（年度末）〕             （単位：事業者） 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

16 19 19 19 ― 

 

イ 新規創業者等育成支援事業 

新規創業の促進を図るため、インキュベーション・マネージャー（ＩＭ）の配置に

より起業や経営等に関する相談対応を行うとともに、創業に関するセミナー等の開催

などにより、新規創業者等を支援する。 

〔セミナー等開催実績〕  

  令 和３ 年 度 令和４年度 令 和 5年 度 令和 6年 度 令和７年度 

ＩＭ相談体制 人数 2人 2人 1人 1人 1人 

ＩＭ相談対応 件数 1,210件 1,696件 1,193件 1,133件 ― 

創業セミナー 
回数 11回 11回 12回 12回 12回 

参加者数 387人 409人 688人  676人 ― 

創 業 カ フ ェ 
回数 休止事業 1回 1回 1回 （1回） 

参加者数 休止事業 41人 40人 38人 （40人） 

※令和7年度については、予定 

※「創業カフェ」については、令和7年度は「起業家トーク」として実施予定 

 

ウ 次世代アントレプレナー育成事業 

    将来的な地域経済の活性化につなげるため、市内の高校・大学に起業家（アント

レプレナー）を講師として派遣し、講義や交流の機会を創出することにより、若い
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世代の起業意識の醸成を図る。 

   〔起業家出前講座開催実績〕 
 令和 5年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

回数 13 回 14 回 （15 回） 

参加者数 延べ2,558人 延べ2,932人 － 

※令和5年度は、女性・学生・シニア起業チャレンジ支援事業の中で実施 

※令和7年度については、予定 

 

エ スタートアップ等成長促進事業 

    市内の起業家のさらなる成長促進を図るため、スタートアップ（新規性の高い事業で

急成長を目指す企業）等の育成・支援に先進的に取り組む自治体と協働し、市内のスタ

ートアップ等と大企業や投資家等とのマッチング機会を創出する。 

〔ビジネスマッチングイベントにおける商談件数〕 
 令和 6 年度 令和 7 年度 

件数 17 件  ― 

 

オ 地域課題解決ビジネス支援事業 

ビジネスによる地域課題解決の促進や起業家支援のさらなる充実を図るため、ふる

さと納税を活用し、地域資源を活かした地域課題の解決を目指す事業者や起業家の成

長を支援する団体の経営基盤等の強化を支援する。 

※令和7年度新規事業のため、実績なし 

 

(4) 企業立地 

  ア 企業立地推進事業 

雇用の創出と地域経済の活性化を図るため、県内初進出のＩＣＴ企業等の新規雇用

に対する補助金額を引き上げるとともに、立地した企業に対する新規雇用者数や設備

投資額等に応じた助成のほか、事業継続に向けた人材確保支援などのきめ細かな支援

を行い、企業立地を推進する。 

   〔鹿児島市における年度別立地協定件数〕                   （単位：件） 

    令 和 3年 度 令 和 4年 度 令和5年度 令和6年度 令和７年度 計 

立地協定件数 7 12 6 9 ― 34 

 

情報通信業 5 7 1 6 ― 19 

デザイン業 

コンテンツ制作業 
0 1 1 1 

― 
3 

コールセンター 0 1 1 0 ― 2 

事務処理センター 1 0 0 0 ― 1 

製造業 1 2 3 1 ― 7 

研究開発施設 0 1 0 0 ― 1 

本社機能 0 0 0 1 ― 1 
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（ア）企業訪問活動 

（イ）企業立地促進補助金などの優遇制度 

（ウ）鹿児島県企業誘致推進協議会が行う企業立地懇話会や事務研修会への参加 

（エ）パンフレットの作成配布やプレスリリース配信サービス等によるＰＲ活動 

（オ）立地企業ＰＲ職場見学会や立地企業間意見交換会の開催 

      〔鹿児島市企業立地促進補助金の概要〕         （令和7年4月1日現在） 

 業 種 要 件 限度額 

製造業 

・新規雇用者 11人以上(市内企業は

6人（中小企業は3人）以上で、設備

投資額1億円以上) 

6,000万円 

・新規雇用者 30人以上 

・設備投資額 10億円以上 
6億円 

情報通信業（ソフトウェア

業等） 

知識集約型産業（デザイン

業・コンテンツ制作業等・

研究開発施設） 

・新規雇用者 6人以上 (デザイン

業・コンテンツ制作業は3人以上) 
6,000万円 

・新規雇用者 30人以上 

・設備投資額 10億円以上 
3億円 

・県内初進出の場合新規雇用者 5人

以上 (デザイン業・コンテンツ制作

業は3人以上) 

6,000万円 

コールセンター 

事務処理センター 
・新規雇用者 30人以上 3億円 

本社機能 
・新規雇用者 10人以上(中小企業は

5人以上) 
3億円 
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産 業 支 援 課 

 

(1) 商業・サービス業の振興 

ア 共同施設設置事業に対する助成 

事業協同組合等が構成員の事業共同化のための共同施設又は一般公衆の利便に寄与す

る共同施設を設置した場合に、1事業1億円を限度に助成する。 

   ・助成額：事業費ごとに区分した助成率を事業費に乗じて得た額の合計 

   （助成率は、共同施設の種類、国・県の補助金の有無により異なる。） 

    なお、街路灯を省エネ化した場合は、1団体100万円を限度に助成する。 

   ・助成率：50/100以下（国・県補助なしの場合） 

               20/100以下（国・県補助ありの場合） 

  〔助成実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

団体数 休止事業 0団体 0団体 3団体 (2団体) 

金額 休止事業 0千円 0千円 15,639千円 (6,907千円) 

※令和7年度については、予定 

 

イ 組織化助成 

    中小企業者が法人である事業協同組合等を組織した場合に、1法人あたり10万円を限

度に助成する。 

  〔助成実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

団体数 休止事業 0団体 0団体 0団体 (1団体) 

金額 休止事業 0千円 0千円 0千円 （100千円) 

※令和7年度については、予定 

 

ウ 明るい商店街づくり支援事業 

     商店街の夜の魅力の創出と消費者が安心して楽しく買物ができる環境づくりを促進

するために、商店街が設置し、維持管理する街路灯等に係る電気料の一部及びリース

又はレンタルにより、省エネ電球を導入した場合のリース料又はレンタル料の一部を

助成する。 

  〔助成実績〕 

    令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

団体数 68団体 70団体 68団体 65団体 (66団体) 

金額 6,912千円 6,873千円 5,879千円 5,745千円 (6,916千円) 

  ※令和7年度については、予定 
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エ 桜島降灰対策事業 

     桜島の降灰から快適な都市環境と美観を守るため、次の事業を行う。 

   (ア) 降灰除去機購入に対する助成 

      商店街が降灰除去機を購入した場合、1台につき購入費の1/2に相当する額で、

5万円を限度に助成する。 

   (イ) アーケード降灰除去事業に対する助成 

      商店街がアーケードの降灰除去事業を実施した場合、経費の1/2に相当する額

で、1回あたり20万円を限度に助成する。 

       （助成回数は、1商店街につき1会計年度2回まで） 

   (ウ) 降灰の収集用克灰袋の配付 

       商店街に降灰の収集用克灰袋を配付する。 

   〔助成実績〕             

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

降灰除去機 

補助金 

団 体 数 0商店街 0商店街 1商店街 0商店街 (1商店街) 

助成金額 0千円 0千円 47千円 0千円 (50千円) 

アーケード 

降灰除去事業

補助金 

団 体 数 2商店街 5商店街 8商店街 8商店街 (8商店街) 

助成金額 310千円 464千円 947千円 1,169千円 (944千円) 

克灰袋の配付 
団 体 数 0商店街 0商店街 3商店街 1商店街 － 

配付枚数 0枚 0枚 400枚 50枚 － 

※令和7年度については、予定 

 

オ 創業者テナントマッチング事業 

本市が主催する創業に関するセミナーなどを修了した者が、中心市街地内や団地核

にある空き店舗を活用して新規開業する場合、店舗の整備に要する経費に対して助成

する。 

   〔助成実績〕  

            令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

件数 休止事業 1件 3件 4件 (5件) 

金額 休止事業 1,000千円 3,000千円 2,999千円 (4,000千円) 

   ※令和7年度については、予定 
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カ 頑張る商店街支援事業 

   (ア) 商店街等が独自のアイデアや創意工夫を生かし、商店街の活性化を図るために

実施する事業に対して助成する。 

   〔助成実績〕                        

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

団体数 20団体 26団体 32団体 33団体 (43団体) 

金額 28,999千円 10,161千円 13,391千円 13,844千円 (18,200千円) 

   ※令和4年度からは総合支援型を廃止し個別支援型に一本化 

※令和7年度については、予定 

   (イ) 商店街や中小企業者で組織する団体等の自主的な研修会開催や、中小企業者の

中小企業大学校人吉校の研修受講に対し助成する。 

   〔助成実績〕                        

年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

研修会の開催助成 5件 1件 2件 (2件) 

中小企業大学校の研修受講の助成 5件 1件 1件 (2件) 

※令和7年度については、予定 

 

キ 大学連携による繁盛店づくりコンサルティング事業 

マーケティングを学ぶ学生と店主の協働による小売・卸売・飲食サービス業の魅力

向上に取り組むことで、繁盛店づくりと、若者の育成・地元定着を図る。 

  〔事業実績〕                        

 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

参加店舗数 5店舗 6店舗 6店舗 (6店舗) 

※令和7年度については、予定 

 

 ク 街なかリノベーション推進事業 

        空き店舗等の有効活用によるまちのにぎわい創出を図るため、空き店舗等を活用す

る事業計画作成を支援する街なかリノベーション実践セミナー等を開催する。 

〔事業実績〕            

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

セミナー受講者数 休止事業 18人 17人 15人 (20人) 

※令和7年度については、予定 
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ケ 商店街歩行者通行量調査 

本市の主要商店街における歩行者の流れや特徴を把握し、その分布状況及び動向を

比較分析することで、本市商業振興を図るための基礎資料とするため、市内の主要商

店街において調査を実施する。※隔年実施 

 

コ 中心市街地にぎわい創出支援事業 

中心市街地の面的な活性化を図るため、商店街などが実施するにぎわい創出を図る

イベントに対し助成する。 

〔助成実績〕 

 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

団体数 2団体 6団体 8団体 (7団体) 

金額 2,160千円 12,253千円 12,808千円 (13,000千円) 

   ※令和7年度については、予定  

 

サ 小規模事業者ＩＣＴ導入促進支援事業 

    小規模事業者のＩＣＴ活用による生産性向上を促進するため、専門家の派遣やＩＣ

Ｔツール導入に対し助成する。 

  〔事業実績〕 

 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

専門家派遣 20件 16件 19件 (10件) 

ＩＣＴツール 

導入助成 18件 7件 9件 (10件) 

   ※令和7年度については、予定 

 

シ プレミアム付商品券等発行支援事業【令和６年度繰越事業】 

    物価高騰の影響を受ける、小売・サービス業等の事業者への支援や商店街の活性化、

地域における消費の喚起・下支えを行うため、プレミアム付商品券の発行などを行う

商店街等に対し助成する。 

   〔助成実績〕                        

 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

団体数 9団体 15団体 17団体 (21団体) 

金額 320,722千円 408,382千円 447,360千円 (408,000千円) 

※令和7年度については、予定 
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ス 中小企業デジタル広告支援事業【再掲】 

 中小企業者のデジタル広告を活用した宣伝等に対し助成するとともに、デジタル広

告の利活用に関するセミナーを開催する。 

 

(2) ものづくり産業の振興 

  ア 共同施設設置事業に対する助成【再掲】 

事業協同組合等が構成員の事業共同化のための共同施設又は一般公衆の利便に寄与

する共同施設を設置した場合に、1事業1億円を限度に助成する。 

 

  イ 組織化助成【再掲】 

中小企業者が法人である事業協同組合等を組織した場合に、1法人あたり10万円を限

度に助成する。 

 

  ウ 伝統的工芸品産業の活路開拓支援事業 

本市の伝統的工芸品産業の振興や販路拡大を図るため、伝統的工芸産業の産地組合

等が行う活路開拓事業に必要な経費を助成する。 

      〔助成実績〕                        

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

負
担
金 

薩摩焼 

フェスタ 
210千円 210千円 210千円 210千円 (210千円) 

    ※令和7年度については、予定 

 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

補
助
金 

組合数 1組合 3組合 3組合 3組合 (2組合) 

金 額 2,500千円  2,900千円 2,728千円 2,686千円 (2,600千円) 

     ※令和7年度については、予定 

 

  エ 特産品宣伝事業 

本市の特産品を紹介・宣伝し、販路拡大を図るため、特産品ガイドブックを作成・

配布する。 

   〔事業実績〕                        

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

配布部数 7,682部 10,592部 20,646部 10,351部 － 
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 オ 特産品コンクール開催事業 

    多様化する消費者ニーズに対応した売れる商品づくりを促進するため、県内で新た

に開発・製造・改良された商品のコンクールを県などと共同で開催し、生産者の技術

向上と製品開発意欲の高揚を図るとともに、入賞商品を広くＰＲすることにより、販

路の開拓を図る。 

    〔事業実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7度 

負担金（千円） 1,000 1,000 1,000 1,200  (1,200) 

出品数 
食品 79 83 77 73 ― 

工芸品 34 35 31 31 ― 

入賞商品数 22(9) 22(7) 22(9) 22(8) ― 

    ※入賞商品数の（ ）は市内業者数 

    ※令和7年度については、予定 

 

カ 伝統的工芸品産業の振興事業 

    本場大島紬産業、竹産業の振興・育成を図るため、市内の伝統的工芸品産業（大島

紬・竹）業者の作業の場として、大島紬締機センター、大島紬のり張りセンター、竹

産業振興センターの管理運営を行う。 

   〔利用実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

大島紬締機センター 4,699人 4,548人 3,846人 3,684人 ― 

大島紬のり張りセンター 352件 286件 257人 257人 ― 

竹産業振興センター 5,694人 6,766人 7,548人 7,539人 ― 

 

キ 竹工芸技能者育成事業 

    竹工芸技術の継承と市民の竹製品に対する理解を深めるため、市民を対象に、竹編

み等の技術の習得を目的とした竹工芸技能者育成講座を開催する。 

   〔修了者数〕                                 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

初 級 休止事業 26人 28人 19人 （30人） 

    ※令和7年度については、予定 

 

 ク 頑張る商店街支援事業【再掲】 

商店街や中小企業者で組織する団体等の自主的な研修会開催や、中小企業者の中小

企業大学校人吉校の研修受講に対し助成する。 
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  ケ 「メイドインかごしま」支援事業 

    本市中小企業（製造業者等）の経営力の強化や製品等の販路拡大の取組を支援する。 

   (ア) 生産性向上支援事業 

     本市中小企業者（製造業者）の設備導入に対する助成 

〔助成実績〕 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

件数 6件 1件 (5件) 

金額 1,363千円 200千円 (1,200千円) 

※令和7年度については、予定 

 

    (イ) 経営力強化事業 

    （a）製造業者や製造業グループへのアドバイザー派遣 

〔派遣実績〕               

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

企業・グループ数 1(0)件 1(0)件 4(0)件 3(0)件 (5(1)件) 

回数 2(0)回 1(0)回 5(0)回 5(0)回 (10(2)回) 

※（ ）内はグループ指導の数を再掲 

※令和7年度については、予定 

      （b）本市中小企業者（製造業者）の知的財産権の取得、人材育成に関する取組等

に対する助成 

      〔助成実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

件数 2件 0件 4件 8件 (4件) 

金額  258千円   0千円 449千円 806千円 (800千円) 

       ※令和7年度については、予定 

     （c）各種相談会の開催 

     〔事業実績〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談内容 企業数 

令和3年度 『かごしまＥＣラボ』 

ネットショップ売上げＵＰセミナー 

10社 

令和4年度 サラ忍法ブランディングの術 5社 

令和5年度 Ｈｏｗ ｔｏ ＳＮＳ広告 5社 

令和6年度 売れる商品コンセプト 5社 

令和7年度 ― ― 
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（ウ）販路拡大推進事業 

  （a）四市連携による地場企業販路拡大推進 

首都圏等の市場に向け、地場中小企業の販路拡大を図るため、福岡市、熊

本市、北九州市との交流連携協定に基づき、四市が連携して首都圏での展示

商談会への出展に取り組む。 

（b）本市中小企業者（製造業者）の国内見本市、商談会等への出展に対する助成 

（c）越境ＥＣサイト等を活用した海外販路開拓を行うものに対する助成 
〔助成実績〕   

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

商談会等

出展 

2件 

187千円 

4件 

304千円 

12件 

937千円 

8件 

651千円 

（5件） 

（500千円） 

海外展開

支援 
― ― 

0件 

0千円 

0件 

0千円 

（1件） 

（100千円） 

※令和7年度については、予定 

 

（エ）新製品等支援事業 

本市中小企業者（製造業者）の新製品等の開発や海外向け商品の製作に対する助成 

     〔助成実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

新製品等開

発 

5件 

859千円 

9件 

1,380千円 

14件 

2,695千円 

12件 

1,769千円 

(12件) 

(2,400千円) 

新商品 

販路開拓 

6商品 

1,657千円 

8商品 

2,346千円 

1件 

218千円 

1件 

195千円 

(2件) 

(400千円) 

※令和7年度については、予定 

 

コ ＥＣサイト導入等支援事業 

    本市の中小企業者等の商品販売やサービス、店舗のＰＲを図るため、ＥＣ（電子商

取引）サイトの立ち上げ等に対し助成を行う。 

    〔助成実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

補助件数 50件 104件 29件 22件 (10件) 

補助額 18,080千円 37,861千円 5,871千円 5,137千円 (2,000千円) 

セミナー開催 2回 2回 3回 3回 (3回) 

    ※令和7年度については、予定 
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サ よかもんどんどんマッチング事業 

製造業者の県外市場に向けた販路拡大を支援するため、首都圏等からバイヤーを招

聘し、マッチング商談会を開催する。 

〔参加者数〕 

 令和6年度 令和7年度 

バイヤー 22社 （20社） 

サプライヤー 38社 （50社） 

※令和7年度については、予定 

 

シ 中小企業デジタル広告支援事業 

 中小企業者のデジタル広告を活用した宣伝等に対し助成するとともに、デジタル広

告の利活用に関するセミナーを開催する。 

 令和6年度 令和7年度 

補助件数 52件 (50件) 

補助額 9,408千円 (5,000千円) 

セミナー開催 1回 (1回) 

    ※令和7年度については、予定 

 

ス カゴシマシティコレクション販路拡大事業 

中小企業者の販路拡大に向け、本市特産品を販売する公式ＥＣサイトを開設し、そ

の魅力を広く発信する。 

   ※令和7年度新規事業のため、実績なし 

 

(3) 鉱害の防止 

  ア 休廃止鉱山鉱害防止事業 

    旧錫山鉱山の大切坑口から流出する坑水を適正に処理することにより、周辺住民及

び下流住民の生活環境を保全する。 

  〔事業実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

処理水量(㎥) 194,762 200,381 196,797 228,594 － 
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(4) 金融対策 

ア 中小企業資金融資事業 

市内に住所と事業所を有し、6月以上（資金によっては1年以上）継続して事業を営ん

でいる中小企業者に対して、経営の安定や企業の振興を図るため、融資制度を設けて事

業資金の融資あっせんを行う。（ただし、創業支援資金は事業実績のない方や事業実績

が1年未満の方が対象。街なかリノベーション推進資金は事業実績を問わない。） 

また、制度を利用する中小企業者の負担軽減を図るため、信用保証料の補助を行う

とともに、制度の円滑な運用を図るため鹿児島県信用保証協会と株式会社商工組合中

央金庫鹿児島支店に対し損失補償を行う。 

 

   〔主な融資制度の内容〕 

資金の種類 融資限度額 
信用保証料率※1 

（市補助前） 
市補助割合 

産 業 振 興 資 金 3,000万円 
年0.45％～1.90％ 

※2 

1/2  

(2/3)※3 

特 別 小 口 資 金 2,000万円 

年0.65％ 

（年0.60％）※4 

※2 

3/5 

小規模企業支援資金 

2,000万円 

（ただし、既存の

保証付融資残高と

の合計で2,000万

円以内） 

年0.50％～2.20％ 

※2 
3/5 

創 業 支 援 

資 金 

創業関連保証対応 

2,000万円 

（うち運転資金は

1,400万円以内） 

年1.00％ 2/3 

(3/4) 

(4/5) 

※6 

スタートアップ 

創出促進保証対応 
年1.20％ ※5 

一 般 保 証 対 応 

年0.45％～1.90％ 新事業展開 

支 援 資 金 

事 業 転 換 ・ 

多 角 化 ・ 

事 業 拡 大 

（事業転換・多角

化）1,200万円 

(事業拡大・海外

販路拡大・新特産

品コンクール） 

3,000万円 

2/3 

(3/4)※7 

海 外 販 路 拡 大 2/3 

新 特 産 品 

コ ン ク ー ル 
4/5 
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資金の種類 融資限度額 
信用保証料率※1 

（市補助前） 
市補助割合 

街なかリノベーション 

推 進 資 金 
1,000万円 

年0.45％～1.90％ 

4/5 

環 境 配 慮 促 進 資 金 

3,000万円 

ＩＣＴ活用促進資金 

経 営 安 定

化 資 金  

危 機 関 連 

保 証 対 応 
年0.80％ 

セーフティネット 

保 証 対 応 

1～4、6号 年0.87％ 

5、7、8号 年0.80％ 

経 済 環 境 変 化 等 
年0.45％～1.90％ 

災 害 対 策 資 金 1,500万円 全額 

大島紬救済対策資金 
組合   5,000万円 

組合員 2,000万円 

信用保証協会の保証を 

必要としない。 
協同組合等活性化資金 

組合   6,000万円 

組合員 3,000万円 

設立後6月未満の 

組合   2,000万円 

組合員 1,000万円   

   ※1 ①ア・イに該当する場合、それぞれ年0.10％の割引があり 

ア：会計参与設置会社又は公認会計士若しくは監査法人の監査を受けている中小

企業者 

イ：担保の提供がある中小企業者（一部資金を除く） 

②事業者選択型経営者保証非提供制度を利用する場合、信用保証料率が0.25％又

は0.45％上乗せあり（上乗せ分の市補助なし） 

※2 「かごしまＳＤＧｓ推進パートナー」の登録を受けている場合、さらに0.10％の

割引があり 

※3 設備資金として利用する場合、保証料補助は2/3。信用保証料率が年1.25％以上

の場合は年0.60％（設備資金の場合は年0.80％）で算出した保証料相当額を補助。 

※4 NPO法人が利用する場合、信用保証料率は年0.60％ 

※5 年1.20％のうち経営者保証の機能を代替する信用保証料率上乗せ分の年0.20％に

対する市補助なし 

※6 本市が定めるセミナー等（対象年度は受講年度を含め2年度以内（街なかリノベ

ーション実践セミナーは5年度以内）※7において同じ）の修了者又は女性、若者

（30歳未満）、シニア（55歳以上）が利用する場合、保証料補助は3/4。セミナ

ー等の修了者が女性、若者、シニアの場合、保証料補助は4/5 

      ※7 本市が定めるセミナー等の修了者が利用する場合、保証料補助は3/4 
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〔保証付融資及び保証料補助実績〕 

   令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

件数 738件 730件 725件 768件 (1,272件) 

融資金額 4,593,315千円 4,383,284千円 4,655,812千円 4,807,421千円 (8,035,581千円) 

保証料補助 99,914,350円 89,987,650円 91,150,432円 91,848,740円 (162,582千円) 

※令和7年度については、予定 

 

イ 新規開業支援利子補給金交付事業    

・本市融資制度の創業支援資金を利用した創業者に対して利子補給を行い、創業期の

経営安定と事業の健全な発展を支援する。 

   ・融資実行後12月以内に支払った利子相当額を補助（上限30万円、延滞利子を除く。） 

〔利子補給実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

件数 77件 74件 64件 70件 (59件) 

金額 6,375,380円 5,710,730円 4,913,412円 5,491,406円 (6,456千円) 

※令和7年度については、予定 

 

  ウ 金融相談事務費 

    本市中小企業融資の適正な運営を図るため、金融相談への対応やセーフティネット

保証等に係る認定を行う。 

〔主な認定実績〕 

  令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

セーフティネット保証４号 27件 43件 104件 20件 

セーフティネット保証５号 82件 42件 183件 55件 

危機関連保証 136件 ― ― ― 

合計 245件 85件 287件 75件 
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雇 用 推 進 課 

 

(1) 雇用対策 

  ア 障害者技能向上支援事業 

   （ア）障害者技能向上支援事業 

障害者の雇用促進につなげるため、特別支援学校の生徒を対象にした技能体験教

室を実施し、将来の就労イメージをつかむ機会を提供する。 

      

   （イ）障害者雇用ガイドの発行 

事業主の障害者雇用に対する理解と協力を得るために「障害者雇用ガイド」を

作成し、広報啓発を行う。 

 

  イ 就職困難者等雇用促進助成事業（就職困難者等雇用奨励金） 

    市内に在住する障害者、高年齢者、母子家庭の母等、生活保護受給者等、就職氷河

期世代長期不安定雇用者及びその他就職が特に困難な者を雇用し、国の特定求職者雇

用開発助成金の支給決定を受けた市内に事業所を有する中小企業の事業主（雇用保険

の適用事業所）に奨励金を支給する。 

     ・重度障害者等を雇用したとき………………………１人月額 6,000円を12か月間 

・重度以外の障害者を雇用したとき…………………１人月額 3,000円を12か月間 

・精神障害者を雇用したとき…………………………１人月額 6,000円を12か月間 

・発達障害者・難治性疾患患者を雇用したとき……１人月額 3,000円を12か月間 

 ・高年齢者（60歳以上）、母子家庭の母等、生活保護受給者等、就職氷河期世代

長期不安定雇用者、及びその他就職が特に困難な者を雇用したとき 

…………１人月額 3,000円を6か月間 

〔交付実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

事業所数 

(対象者数) 

328事業所 

 (374人) 

194事業所 

 (204人) 

212事業所 

 (238人) 

235事業所 

 (274人) 
－ 

交付額 8,316千円 4,518千円 5,274千円 6,372千円 (5,944千円) 

   ※令和7年度については、当初予算額 

 

ウ 高年齢者就業機会確保等事業 

 （公社）鹿児島市シルバー人材センターへの助成 

  定年退職後等、就業を通じて、自らの生きがいの充実や高年齢者の就業機会の拡

大等を図るとともに、活力ある地域づくりを促進するため、（公社）鹿児島市シル

バー人材センターに助成する。 

〔会員実績〕                              （単位：人） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

会員数 4,229 4,408 4,266 4,110 4,130 
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 エ 技能功労者等表彰 

   （ア）技能功労者等表彰 

技能尊重の気運を広く社会に醸成するとともに、技能者の地位及び技能水準の

向上並びに将来を担う人材の育成に資するため、優れた技能を有し、鹿児島市の

産業発展に尽くされた技能者及び優れた青年技能者の表彰を行う。 

（対象者） 

市内に居住し、かつ勤務する技能者で、表彰の種類ごとに、要件をすべて満た

す者 

(a)技能功労者表彰 

      ・11月10日現在において、年齢45歳以上で、かつ同一職種の経験年数20年以

上を有し、現に就業している者 

      ・優れた技能を有し、他の技能者の模範となる者 

(b)青年優秀技能者表彰 

      ・11月10日現在において、年齢39歳以下で、かつ同一職種の経験年数10年以

上を有し、現に就業している者 

      ・青年優秀技能者にふさわしい優れた技能を有し、将来を嘱望される者 

〔表彰実績〕                       （単位：人） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

技能功労者 40 42 36 36 (40) 

青年優秀技能者 11 9 12 12 (15) 

      ※令和7年度については、予定 

（イ）優良訓練修了生表彰 

認定職業能力開発校の修了生が、今後とも意欲的に技能の習得に努め、技能水

準の向上に寄与するとともに、技能尊重の気運を広く社会に醸成するため表彰を

行う。 

（対象者）次の要件をすべて満たす者 

      ・所定の訓練課程を修了し、学科・実技ともに優秀であること 

・訓練期間中における出席率が80％以上で、かつ、日常の訓練受講態度、行動

等が他の模範となるものであること 

〔表彰実績〕                       （単位：人） 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

5 4 6 5 (8) 

      ※令和7年度については、予定 

 

  オ 中小企業のひろばの発行 

    望ましい雇用就業構造の実現、労働力需給調整、高年齢者雇用対策、障害者雇用対

策、労働福祉など、国、県、市の施策への理解を深めてもらうために「中小企業のひ

ろば」を作成して事業主等に配布し、事業主及び従業員への広報・啓発を図る。 

・年1回発行（9月) 
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  カ 職業訓練センターの管理運営 

    独自で従業員の職業訓練を行うことが困難な中小企業が共同で職業訓練を行う施設

として、職業訓練センターを設置している。職業訓練法人鹿児島市職業訓練協会を施

設の管理者に指定し、管理運営を委託している。 

〔実績〕                                （単位：人） 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

訓練生数 28 29 35 34 33 

利用者数 4,495 3,729 3,944 3,969 － 

   ※訓練生数については年度当初、利用者数については年度末 

 

キ 鹿児島市認定職業能力開発連絡協議会への助成 

    認定職業能力開発校相互の連絡協調を図り、職業訓練事業の振興と市内産業の発展

に寄与している鹿児島市認定職業能力開発連絡協議会の事業費の一部を助成する。 

   

  ク 雇用促進団体への助成 

同一職種内における賃金、福利厚生などの就職条件の向上とレベルを統一して若年

労働力を確保できるよう、集団で求人活動を行っている鹿児島市集団求人雇用対策協

会を育成するために助成する。 

 

  ケ 鹿児島市認定職業能力開発校への助成 

    鹿児島県認定職業訓練助成事業費補助金交付要綱による運営費補助金が交付されな

いことが確定した普通課程の訓練科（サッシ・ガラス施工科）に係る運営費の一部を

助成する。 

 

 コ 若年者等就職サポート事業 

    若年者の雇用状況の改善や女性の再就職支援を図るため、地元就職や職場定着、雇

用面のミスマッチ、若年労働者の職業意識の変化に伴う定着の悪化など、それぞれの

課題に対応した取組を実施する。 

（ア）地元就職促進に向けた訪問要請 

       若年者の地元就職促進等を図るため、経済団体や業界団体等を直接訪問し、

要請を行う。 

（イ）高校生ステップアップセミナーの開催 

  就職を控えた高校生に対し、勤労観や職業観の醸成を図り、就職活動を支援す

るためのセミナーを開催する。 

〔参加実績〕 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

参加高校数 5校 8校 7校 8校 9校 

参加者数 401人 594人 456人 431人 556人 
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（ウ）新就職者激励大会の開催 

  鹿児島市内の事業所に就職して産業の発展に寄与する新就職者を激励し、職場

定着を図る。 

   〔参加実績〕 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

事業所数 48事業所 42事業所 38事業所 39事業所 30事業所 

参加者数 152人 137人 143人 122人 102人 

 

 （エ）「ワカモノ×カゴシマシ」魅力再発見セミナーの開催 

    若い世代の就業機会の拡大、本市に住みたいという意識の醸成を図るため、就

職活動を控えた大学生を対象に、市内の企業情報の提供、本市の暮らしやすさを

紹介する。 

   〔参加実績〕 

 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

参加者数 93人 131人 65人 

 

（オ）本市子育て交流施設等を活用したミニ講座の開催 

     働きたいと考えている子育て中の方を対象に、就職活動の進め方などのアドバイ

スや保育園に関する情報などを提供する。 

〔実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

開催回数 5回 5回 5回 5回 (7回) 

参加者数 25人 29人 20人 26人 － 

 ※令和7年度については、予定 

 

サ ものづくり職人育成支援事業 

    ものづくり分野の技能継承、技術力向上等を図るとともに、市内事業所の人材育成

を支援するため、職業訓練センターで実施される職業訓練に要する費用を助成する。 

 

〔実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

交付事業所数 

（交付対象者数） 

10事業所 

(16人) 

11事業所 

(20人) 

12事業所 

（16人） 

14事業所 

（21人） 
－ 

交付額 465千円 580千円 473千円 583千円 (865千円) 

   ※令和7年度については、当初予算額 

 

 



38 

 

  シ かごしまで働きたい若者応援会議運営事業 

    若者の市外流出抑制に向け、地元定着やＵターンに資する取組について、産学官が

連携して検討を進める。 

 

  ス 連携中枢都市圏合同企業説明会開催事業 

    連携中枢都市圏を形成する４市で合同企業説明会を開催し、圏域全体で人材の確保

や雇用機会の拡大を図る。 

       〔実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

参加事業所数 65社 64社 60社 101社 (120社) 

参加者数 118人 120人 87人 153人 － 

        ※令和7年度については、予定 

 

セ 若者就職応援フェア「みらいワーク“かごしま”」開催事業 

  若者の市外流出抑制に向け、地元企業に対する理解促進等を図るため、地元の企業

等が一堂に会し、中学生をはじめとする若い世代への企業等の魅力発信や情報提供を

労働局・県と連携して行う。 

       〔実績〕                              （単位：人） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

参加者数 610 942 797 623 770 

 

  ソ 留学生人材確保推進事業 

    在学中から鹿児島の産業や事業所に対する理解促進を図り、卒業後も鹿児島で活躍

する有能な人材を確保するため、留学生を対象とした職場見学会を開催する。 

       〔実績〕 

 令和元年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

実施回数 2回 1回 3回 (2回) 

参加者数 34人 17人 29人 － 

 ※令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により未実施 

※令和3・4年度は、休止事業 

 ※令和7年度については、予定 

 

     タ 移住・就業等支援事業 

    ＵＩＪターンによる就業・起業者の創出を図るため、東京２３区の在住者または２

３区への通勤者が、鹿児島市内に移住し、中小企業等に就業・起業またはテレワーク

を行っている場合に、移住支援金を支給する。 

    また、東京圏の大学生の本市への移住に向けた就職活動に要する交通費を助成する。 
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   〔移住支援金実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

交付件数 21件 28件 42件 49件 － 

交付額 17,400千円 23,200千円 50,400千円 66,200千円 (43,800千円) 

   〔地方就職支援金〕 

 令和6年度 令和7年度 

交付件数 0件 － 

交付額 0円 (400千円) 

※令和7年度については、当初予算額 

 

  チ しごと情報ポータルサイト 

  国や県、関係機関を含めた市内の仕事に関する情報をわかりやすく案内するかごし

ま市しごと情報ナビを運用する。 

 

ツ 雇用対策連携協定に基づく取組 

    鹿児島労働局との間で締結した「雇用対策連携協定」（平成28年3月29日締結）に

基づき、本市と鹿児島労働局それぞれの雇用に関する施策を密接な連携のもとに円滑

かつ効果的に実施することにより、市域の雇用・労働環境の充実に向けた取組を推進

し、将来にわたって地域の活力を維持していく。 

 

テ 鹿児島市勤労者労働基本調査事業 

    市内事業所を対象とした勤労者の実態や雇用状況の調査及び市民の就労や就労意識

に関する実態を調査し、勤労者を取り巻く雇用環境、事業所並びに勤労者及び未就労

者の雇用・労働に関するニーズ等を把握する。 

 

  ト 奨学金代理返還支援制度導入促進事業 

  企業等が貸与型の奨学金を受けていた従業員の奨学金返還額の全部または一部を、

奨学金の返還に係る債権者に対して直接返還する制度（奨学金代理返還支援制度）の

導入支援を行うことで、物価高騰の影響を受けている従業員の経済的負担の軽減及び

市内事業所の人材確保・定着、イメージアップを図るとともに、支援により、若年層

の市内就職促進を図る。 

※令和7年度新規事業のため、実績なし 

 

(2) 勤労者福祉 

  ア 中小企業退職金共済制度及び特定退職金共済制度への加入促進 

    中小企業の人材確保と従業員の福祉の増進を図り、企業の発展に寄与するため、次

の制度に新たに加入した事業所に掛金の一部を助成する。 
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（対象となる制度） 

    ・中小企業退職金共済制度 

    ・鹿児島商工会議所特定退職金共済制度 

    ・鹿児島県中小企業団体中央会特定退職金共済制度 

   （補助の対象） 

    次の各号のすべてに該当する共済契約者 

    （ア）市内に事業所又は事務所を有する者 

    （イ）新規に共済契約を締結した月から引き続いて12か月分の掛金を納付している

共済契約者 

   （補助金の額） 

    被共済者１人につき掛金の額（ 5,000円を超えるときは 5,000円）の12か月分に相

当する額に100分の20を乗じて得た額 

〔交付実績〕 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

事業所数 

（対象者数） 

68事業所 

(245人) 

116事業所 

(495人) 

52事業所 

(225人) 

72事業所 

(271人) 
－ 

金額 2,797千円 5,839千円 2,681千円 3,168千円 (3,384千円) 

 ※令和7年度については、当初予算額 

 

  イ 中小企業勤労者総合福祉推進事業 

    中小企業勤労者のための総合的な福利厚生事業を行うことにより、中小企業勤労者

の福祉の向上を図るとともに、中小企業の振興及び地域社会の活性化に寄与している

（公財）鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンターの運営費の一部を助成する。 

 

ウ 勤労者交流センターの管理運営 

    勤労者やその家族の余暇活用の充実と相互の交流を促進することを目的に、キャン

セ内に、勤労者交流センターを設置している。 

（公財）鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンターを指定管理者として指定し、

施設の管理運営を委託している。 

   （施設概要） 

体育館、多目的ホール、トレーニングルーム、和室、情報コーナーなど 

 

 

   〔利用実績〕                            

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

利用者数 

（有料スペース） 
113,422人 107,592人 102,121人 131,261人 115,722人 

※令和4年9月～令和5年3月は、特定天井改修その他工事による体育館使用休止 

※令和6年1月～令和7年1月は、照明器具ＬＥＤ工事により8階使用休止 



41 

 

〔会員実績〕 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

事業所数 1,582事業所 1,559事業所 1,553事業所 1,550事業所 1,482事業所 

会員数 20,297人 20,277人 20,140人 20,616人 20,417人 

 

エ 勤労者交流センター設備改修事業 

    勤労者交流センターにおいて、施設のさらなる有効利用を図るため、トレーニング

機器や施設設備の更新を行う。 

   

  オ ワーク・ライフ・バランスに取り組む事業者支援事業 

（ア）アドバイザー派遣等 

      働きやすい職場づくりを進めるため、市内の事業所に対し、ワーク・ライフ・

バランスの推進への取組事例等をセミナー等で紹介し、事業所の意識啓発を図る

とともに、アドバイザーを無料で派遣して具体的な取組を支援する。 

    〔実績〕セミナー 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

参加者数 155人 休止事業 240人 67人 365人 

〔実績〕アドバイザー派遣 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

派遣事業所数 1社 休止事業 2社 3社 3社 

 

（イ）ワーク・ライフ・バランス推進奨励金 

労働力人口が減少する中で、市内事業所における人材の確保・定着を図るため、

若者や女性が働きやすい職場づくりの推進に取り組む中小企業主に対して奨励金

を支給する。 

     ※令和7年度新規事業のため、実績なし 

 



Ⅲ　鹿児島市の商工振興概況

　１　鹿児島市の概況

　　(1) 人口及び世帯数

　　　○市域の変遷

年 月  日

明治22. 4. 1

明治39.11.19

明治44. 9.30

大正 9.10. 1

昭和 9. 8. 1

昭和25.10. 1

昭和42. 4.29

　　　○人口及び世帯数の推移

　平成２２年

総人口 605,846 0.2 ％ ▲ 1.0 ％ ▲ 1.1 ％

男 281,133 ▲ 0.1 ▲ 0.7 ▲ 1.1

女 324,713 0.5 ▲ 1.2 ▲ 1.2

世帯数 264,686 3.7 2.1 3.5

総人口 1,706,242 ▲ 2.7 ▲ 3.4 ▲ 3.6

男 796,896 ▲ 2.8 ▲ 3.0 ▲ 3.2

女 909,346 ▲ 2.6 ▲ 3.8 ▲ 4.0

世帯数 729,386 0.6 ▲ 0.6 0.5

事    項
編入新設合併

市町村名
面積（k㎡） 人口（人）

人口密度
（人/k㎡）

市制施行 鹿児島市 14.03 57,822 4,121

埋立新設 洲崎 14.11 59,784 4,237

第１次編入 草牟田・武 15.91 73,085 4,594

第２次編入 原良・永吉・玉里 16.73 103,180 6,167

第３次編入
中郡宇村・吉野村
西武田村

78.25 176,900 2,261

第４次編入 伊敷村・東桜島村 181.54 229,462 1,264

新設合併 鹿児島市・谷山市 279.15 385,866 1,382

第５次編入 平成16.11. 1
吉田町・桜島町
喜入町・松元町
郡山町

546.95 605,308 1,107

区    分
　平成２７年 　令和２年

伸び率 伸び率 伸び率

鹿
児
島
市

599,814 593,128

279,108 276,130

320,706 316,998

270,269 279,644

　　　　　資料：国勢調査

鹿
児
島
県

1,648,177 1,588,256

773,061 748,306

875,116 839,950

724,690 728,179
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○産業別従業者数の推移（ 民営事業所のみ）

（ 単位： 人）

平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

構成比( %) 構成比( %) 構成比( %) 構成比( %) 構成比( %)

第１ 次産業 1, 276 0. 5 742 0. 3 667 0. 2 637 0. 2 1, 241 0. 5

第２ 次産業 40, 810 14. 4 38, 031 13. 7 36, 812 13. 2 35, 750 13. 0 36, 273 13. 2

第３ 次産業 241, 199 85. 1 238, 953 86. 0 240, 936 86. 5 238, 182 86. 7 237, 167 86. 3

計 283, 285 100. 0 277, 726 100. 0 278, 415 100. 0 274, 569 100. 0 274, 681 100. 0

第１ 次産業 16, 705 2. 4 15, 412 2. 3 14, 601 2. 2 14, 664 2. 2 16, 612 2. 5

第２ 次産業 143, 206 21. 0 142, 436 21. 1 138, 429 20. 4 135, 078 20. 2 133, 714 20. 3

第３ 次産業 523, 495 76. 6 516, 621 76. 6 524, 816 77. 4 519, 714 77. 6 509, 625 77. 2

計 683, 406 100. 0 674, 469 100. 0 677, 846 100. 0 669, 456 100. 0 659, 951 100. 0

資料： 平成21年～ 『 経済セン サス 』

　 　 　 　 平成21年基礎調査、 平成24年活動調査、 平成26年基礎調査、 平成28年活動調査、

　 令和3年活動調査

　 ( 3)  市内総生産額（ 令和3年度）

金額（ 千円）

資料： 鹿児島市統計書（ 令和6年度）

　 ( 4)  人口１ 人当たり の市民・ 県民・ 国民所得比較
（ 指数は、 国民所得を 100と し たと き のも の）

（ 千円） 指数 （ 千円） 指数 （ 千円） 指数

2, 819 88. 7 2, 608 87. 7 2, 804 88. 9

2, 596 81. 7 2, 425 81. 5 2, 605 82. 6

3, 177 100. 0 2, 975 100. 0 3, 155 100. 0

資料： 鹿児島市統計書（ 令和6年度）

鹿
児
島
市
（

再
掲
）

9, 969, 303

区　 　 　 　 分

区分

第１ 次産業

平成24年2月１ 日現在

鹿
児
島
県

令和3年6月１ 日現在

第２ 次産業

構成比（ ％）

平成21年7月１ 日現在

295, 635, 350 14. 0

0. 5

平成26年7月１ 日現在

輸入品に課さ れる 税・ 関税

計

（ 控除） 総資本形成に係る 消費税

平成28年6月１ 日現在

2. 143, 328, 900

( 22, 362, 579) ( 1. 1)

1, 784, 202, 289第３ 次産業 84. 5

100. 02, 110, 773, 263

市民所得

国民所得

元年度 3年度2年度

県民所得

※最新年度から 過年度の数値に遡及し て変更さ れる ため、 過年度分の表における 数値と の連続性・ 整合
性はあ り ま せん。
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３ 雇用の現況 

(1)年齢階級別完全失業率の推移－全国（資料：総務省統計局「労働力調査」 単位：％） 

 計 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 

令和2年 2.8 4.6 3.9 2.5 2.3 2.6 1.7 

令和3年 2.8 4.6 3.8 2.5 2.4 2.7 1.8 

令和4年 2.6 4.4 3.6 2.4 2.1 2.5 1.6 

令和5年 2.6 4.1 3.6 2.4 2.0 2.5 1.7 

令和6年 2.5 4.0 3.4 2.3 2.1 2.5 1.7 

 

 

 

(2)有効求人倍率の推移 （資料：鹿児島公共職業安定所） 

 



４ 　 商業の現況

　 ( 1)  商業全般

　 　 　 ア　 事業所数、 従業者数及び年間商品販売額の割合（ 令和3年）

（ 件） 構成比( %) （ 人） 構成比( %) （ 百万円） 構成比( %)

5, 885 100. 0 52, 452 100. 0 2, 221, 043 100. 0

卸 売 業 1, 908 32. 4 19, 257 36. 7 1, 591, 192 71. 6

小 売 業 3, 977 67. 6 33, 195 63. 3 629, 851 28. 4

資料： 令和3年経済セン サス 活動調査

　 　 　 イ 　 県に占める 市の割合（ 商業全体） （ 令和3年）

資料： 令和3年経済セン サス 活動調査

年間商品販売額事 業 所 数 従 業 者 数

区分

商業全体

2,221,0043百万円

(58.2%)

52,452人(46.0%)

5,885件(35.6%)

1,593,268百万円

(41.8%)

61,452人(54.0%)

10,668件(64.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年間商品

販売額

従業者数

事業所数

鹿児島市 その他の市町村

（鹿児島県全体）

16,553件

（鹿児島県全体）

113,904人

（鹿児島県全体）

3,814,311百万円

 47



　 ( 2)  卸売業

　 　 　 ア 　 業種別割合（ 令和3年）

区         分
事業所数
（ 件）

構成比
（ ％）

従業者数
（ 人）

構成比
（ ％）

年間商品販売額
（ 百万円）

構成比
（ ％）

各種商品 13 0. 7 137 0. 7 11, 234 0. 7

繊維・ 衣類等 46 2. 4 449 2. 3 12, 440 0. 8

飲食料品 436 22. 9 5, 732 29. 8 540, 409 34. 0

建築材料、 鉱物・ 金属材料等 403 21. 1 3, 418 17. 7 299, 582 18. 8

機械器具 562 29. 5 5, 442 28. 3 378, 423 23. 8

そ の他 448 23. 5 4, 079 21. 2 349, 105 21. 9

計 1, 908 100. 0 19, 257 100. 0 1, 591, 192 100. 0

　 　 　 イ 　 県に占める 市の割合の推移（ 卸売業） （ 令和3年）

〔 事業所数〕 　

〔 従業者数〕

〔 年間商品販売額〕

資料： 令和3年経済セン サス 活動調査

※四捨五入の関係で、 個々の和と 計は必ずし も 一致し ない。 資料： 令和3年経済セン サス 活動調査

2,249（54.7%）

2,554（52.4%）

1,908（52.3%）

1,861（45.3%）

2,316（47.6%）

1,743（47.7%）

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

平成19年

平成26年

令和3年

（件）

鹿児島市 その他の市町村
（鹿児島県全体）

3,651件

4,870件

4,110件

23,227（66.7%）

23,454（64.4%）

19,257（64.6%）

11,577（33.3%）

12,963（35.6%）

10,556（35.4%）

0 10,000 20,000 30,000 40,000

平成19年

平成26年

令和3年

（人）

鹿児島市 その他の市町村 （鹿児島県全体）

29,813人

36,417人

34,804人

1,910,715（79.0%）

1,636,522（72.7%）

1,591,192（68.5%）

509,442（21.0%）

613,443(27.3%)

730,561（31.5%）

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000

平成19年

平成26年

令和3年

（百万円）

鹿児島市 その他の市町村
(鹿児島県全体）

2,321,753百万円

2,249,965百万円

2,420,157百万円
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　 ( 3)  小売業

　 　 　 ア　 業種別割合（ 令和3年）

区　 　 　 　 分
事業所数
（ 件）

構成比
（ ％）

従業者数
（ 人）

構成比
（ ％）

年間商品販売額
（ 百万円）

構成比
（ ％）

各種商品 13 0. 3 1, 990 6. 0 50, 696 8. 0

 織物･衣服･身の回り 品 519 13. 1 2, 635 7. 9 37, 029 5. 9

飲食料品 1, 181 29. 7 13, 423 40. 4 187, 603 29. 8

機械器具 577 14. 5 3, 496 10. 5 125, 934 20. 0

その他 1, 485 37. 3 9, 469 28. 5 182, 501 29. 0

無店舗 202 5. 1 2, 182 6. 6 46, 088 7. 3

計 3, 977 100. 0 33, 195 100. 0 629, 851 100. 0

※四捨五入の関係で、 個々の和と 計は必ずし も 一致し ない。

　 　 　 イ 　 県に占める 市の割合の推移（ 小売業） （ 令和3年）

〔 事業所数〕 　

〔 従業者数〕

〔 年間商品販売額〕

資料： 令和3年経済セン サス 活動調査

資料： 令和3年経済セン サス 活動調査

5,760（29.2%）

5,476（32.2%）

3,977（30.8%）

13,988（70.8%）

11,555（67.8%）

8,925（69.2%）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

平成19年

平成26年

令和3年

（件）

鹿児島市 その他の市町村

37,765（35.8%）

40,953（39.6%）

33,195（39.5%）

67,712（64.2%）

62,366（60.4%）

50,896（60.5%）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

平成19年

平成26年

令和3年

（人）

鹿児島市 その他の市町村

625,800（39.0%)

602,661（41.3%）

629,851（42.2%）

980,708（61.0%）

857,942（58.7%）

862,707（57.8%）

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000

平成19年

平成26年

令和3年

（百万円）

鹿児島市 その他の市町村

(鹿児島県全体）

12,902件

17,031件

19,748件

(鹿児島県全体）

84,091人

103,319人

105,477人

(鹿児島県全体）

1,492,558百万円

1,460,603百万円

1,606,508百万円
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ウ 　 大規模小売店舗立地法の対象店( 店舗面積上位20位)

順位 店　 舗　 名 所　 在　 地 店舗面積（ ㎡）

1 イ オン モール鹿児島 東開町７ 外 49, 239

2 山形屋 金生町３ －１ 30, 328

3
アミ ュ プラ ザ鹿児島
（ プレ ミ アム館含む）

中央町１ －１ 25, 542

4 N' s CI TY（ ニシム タ 谷山店） 卸本町５ －３ ５ 19, 394

5 オプシアミ ス ミ 宇宿二丁目３ １ ４ 外 18, 300

6 イ オン 鹿児島中央店 中央町１ ０ 17, 124

7 フ レ ス ポジャ ン グルパーク 与次郎一丁目２ ２ ９ ５ －４ 外 13, 770

8 ス ク エアモール鹿児島宇宿 宇宿二丁目２ －１ ８ 12, 141

9 マルヤガーデン ズ 呉服町６ －５ 11, 517

10 アク ロ ス プラ ザ与次郎 与次郎一丁目７ －３ ０ 外 10, 766

11 ホーム プラ ザナフ コ 谷山店 下福元町６ ７ ２ ３ －２ 外 10, 399

12
DI Yホームセン タ ーハン ズマン宇宿店
本館・ 建材館

宇宿二丁目４ ５ ０ －１ ３ ９ 外 9, 681

13
セン テラ ス 天文館
（ Cent er ace TENMONKAN）

千日町１ －１ 外 8, 815

14 Li -Ka1920 中央町１ ９ －４ ０ 8, 150

15 ホーム プラ ザナフ コ 鹿児島店 東開町４ －１ ５ 7, 893

16 サン キュ ー新栄店 新栄町１ ８ ５ －８ ０ 7, 757

17 ニシム タ ス カイ マーケッ ト 鴨池店
真砂本町２ ４ ２ １ 番地８ ３ ６
外

7, 710

18 ホーム セン タ ーき たやま 東開店 東開町５ －１ ９ 外 7, 524

19 マン ガ倉庫鹿児島店 小松原一丁目６ －７ 7, 102

20
コ ミ ュ ニティ プラ ザＡ コ ープいし き ･ホーム
マート ニシムタ 伊敷ニュ ータ ウ ン 店

伊敷台二丁目２ ７ －１ 外 7, 046

令和7年3月末現在
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　 ( 4)  飲食店

　 　 　 業種別割合

実数
( 平成28

年)

実数
( 令和3

年)

構成比
( 令和3

年)
前回比

実数
( 平成28

年)

実数
( 令和3

年)

構成比
( 令和3

年)
前回比

管理､補助的経済
活動を 行う 事業所

14 19 0. 7 35. 7 47 170 0. 9 261. 7

食堂､レ ス ト ラ ン 238 185 7. 1 ▲ 22. 3 2, 582 1, 933 10. 4 ▲  25. 1

専門料理店 766 761 29. 1 ▲  0. 7 6, 897 6, 762 36. 5 ▲ 2. 0

そば・ う ど ん店 86 72 2. 8 ▲ 16. 3 857 826 4. 5 ▲ 3. 6

すし 店 117 85 3. 3 ▲  27. 4 1, 394 1, 285 6. 9 ▲  7. 8

酒場､ビ ヤホ ール 810 648 24. 8 ▲  20. 0 3, 787 2, 995 16. 2 ▲  20. 9

バー､キ ャ バレ ー､
ナイ ト ク ラ ブ

652 521 19. 9 ▲  20. 1 2, 554 1, 763 9. 5 ▲ 31. 0

喫茶店 237 233 8. 9 ▲  1. 7 1, 166 1, 249 6. 7 7. 1

その他の飲食店 109 89 3. 4 ▲ 18. 3 1, 516 1, 544 8. 3 1. 8

計 3, 029 2, 613 100. 0 ▲  13. 7 20, 800 18, 527 100. 0 ▲  10. 9

資料： 平成28年経済セン サス -活動調査

令和3年経済セン サス -活動調査
※▲はマイ ナス を 示す。

 ※四捨五入の関係で、 個々の和と 計は必ずし も 一致し ない。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ( 単位： 店、 人、 ％）

区　 　 　 分

事　 業　 所　 数 従　 業　 者　 数
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５ 　 工業の現況

　 ( 1)  製造業

　 　 　 ア　 県に占める 市の割合（ 従業者4人以上）

　 　 　 イ 　 推移（ 従業者4人以上）

平成23年( ※) 556

平成24年 532

平成25年 513

平成26年 497

平成27年( ※) 532

平成28年 471

平成29年 455

平成30年 467

令和元年 444

令和2年( ※) 466

資料： 工業統計調査（ ※平成23年、 平成27年、 令和2年の数値は経済センサス -活動調査）

95. 1 11, 676 93. 6 35, 011, 761 98. 3

105. 0 11, 705 100. 2 33, 874, 304 96. 8

96. 6 12, 136 97. 9 34, 281, 068 94. 6

102. 6 12, 471 102. 8 35, 611, 078 103. 9

107. 0 12, 128 101. 9 37, 572, 965 108. 3

88. 5 12, 392 102. 2 36, 254, 956 96. 5

96. 4 12, 228 97. 7 34, 741, 465 102. 3

96. 9 11, 904 97. 4 34, 695, 611 99. 9

102. 8 13, 110 102. 2 32, 274, 909 94. 6

95. 7 12, 511 95. 4 33, 964, 610 105. 2

資料： 令和3年経済センサス -活動調査

  事 業 所 数    従 業 者 数 製造品出荷額等

対前年比 （ 人） 　 対前年比 　 　 　 （ 万円） 対前年比

鹿児島県 2, 023 69, 396 198, 283, 031

県内シェ ア（ 市／県） 23. 0 % 16. 9 % 17. 1 %

事業所数 従業者数（ 人） 製造品出荷額等（ 万円）

鹿児島市 466 11, 705 33, 874, 304
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業　 　 種　 　 分　 　 類
事業所

数
構成比
( ％)

従業者
数( 人)

構成比
( ％)

製造品出荷額
等( 万円)

構成比
( ％)

食料品製造業 145 31. 1 5, 605 47. 9 14, 863, 297 43. 9

飲料・ た ばこ ・ 飼料製
造業

32 6. 9 923 7. 9 10, 719, 732 31. 6

繊維工業 29 6. 2 498 4. 3 425, 389 1. 3

木材・ 木製品製造業 11 2. 4 176 1. 5 343, 567 1. 0

家具・ 装備品製造業 16 3. 4 130 1. 1 184, 122 0. 5

パルプ・ 紙・ 紙加工品
製造業

6 1. 3 205 1. 8 528, 472 1. 6

印刷・ 同関連業 48 10. 3 1, 009 8. 6 1, 169, 353 3. 5

化学工業 7 1. 5 104 0. 9 618, 319 1. 8

石油製品・ 石炭製品製
造業

4 0. 9 52 0. 4 140, 967 0. 4

プラ ス チッ ク 製品製造
業

4 0. 9 57 0. 5 201, 891 0. 6

ゴ ム 製品製造業 2 0. 4 17 0. 1 Ⅹ Ⅹ

なめし 革・ 同製品・ 毛
皮製造業

－ － － － － －

窯業・ 土石製品製造業 29 6. 2 559 4. 8 1, 045, 327 3. 1

鉄鋼業 6 1. 3 144 1. 2 403, 616 1. 2

非鉄金属製造業 1 0. 2 4 0. 0 Ⅹ Ⅹ

金属製品製造業 45 9. 7 724 6. 2 1, 035, 817 3. 1

はん用機械器具製造業 6 1. 3 41 0. 4 83, 146 0. 2

生産用機械器具製造業 17 3. 6 347 3. 0 821, 153 2. 4

業務用機械器具製造業 8 1. 7 109 0. 9 107, 660 0. 3

電子部品・ デバイ ス ・
電子回路製造業

6 1. 3 470 4. 0 203, 772 0. 6

電気機械器具製造業 6 1. 3 69 0. 6 93, 261 0. 3

情報通信機械器具製造
業

－ － － － － －

輸送用機械器具製造業 12 2. 6 166 1. 4 426, 933 1. 3

その他の製造業 26 5. 6 296 2. 5 420, 693 1. 2

計 466 100. 0 11, 705 100. 0 33, 874, 304 100. 0

資料： 令和3年経済セン サス -活動調査

※構成比は四捨五入し ている ため、 個々の数値の和は必ずし も 計欄の数値と 一致し ない。
※製造品出荷額等のⅩは、 １ 又は２ の事業所に関する 数値で、 集計結果を そのま ま 公表する
と 個々の報告者の秘密が漏れる おそれがあ る ため秘匿さ れている 箇所。 そのため、 個々の数
値の和は計欄の数値と 一致し ない。
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(2) 地場産業 

地場産業は、地域の資源や伝統技術を活用して、地元資本を中心に産地を形成し、地域の特性

を生かした特産品を生産しているものである。 

本市の主な地場産業としては次のようなものがある。 

 

  ア お 茶 

     冬でも温暖なことから鹿児島はお茶作りに最適の地となっており、県の生産量は全国第二

位である。また、日本で一番早い「走り新茶」の産地であり、摘採期間が長いことから数多

くの品種が栽培されている。 

     令和3年における従業者4人以上の市内の事業所数は18件、従業者数は394人、製造品出荷額

等は181億3,807万円である。※令和3年経済センサス-活動調査より 

 

  イ 焼 酎 

     焼酎ブームが一段落したことや、少子高齢化や若者の飲酒離れによる飲酒人口の減少など

もあり、本格焼酎の出荷量は近年減少傾向にあるが、業界一丸となって海外市場開拓や新商

品の開発に取り組んでいる。 

     令和3年における従業者4人以上の市内の事業所数は5件、従業員数は113人、製造品出荷額

等は62億2,621万円である。※令和3年経済センサス-活動調査より 

 

  ウ 本場大島紬 

     約1300年の伝統を誇り、古代染色の技法を今日に伝える唯一の伝統織物である。着物離れ

が進む中で、全国の和装産地同様厳しい状況にあり、従事者の高齢化、後継者不足も深刻で

ある。こうした中、業界では販路開拓に向けた各種イベントの開催や新商品の開発に取り組

んでいる。 

    令和3年における従業者4人以上の市内の事業所数は9件、従業員数は51人、製造品出荷額等

は3億253万円である。※令和3年経済センサス-活動調査より 

 

  エ 薩摩焼 

     約400年の歴史をもつ薩摩焼は、白薩摩と黒薩摩に大別される。市内に約60の窯元があるが、

伝統的な白薩摩の需要は伸び悩み、薩摩焼の中でも生活の器、趣味の器的な製品が好まれる

傾向にある。 

 

  オ 竹製品 

     鹿児島は孟宗竹の伝来の地で竹林面積は日本一であり、伝統的な技術である竹編組の製品

が製作されてきたが、従事者の高齢化、後継者不足により技術の伝承が危ぶまれている。 

      

 カ 屋久杉製品 

     屋久杉は明治の中頃から工芸品として利用されるようになり、この時期における独特の加

工法の研究により、現在の屋久杉工芸の基礎が築かれた。 

     また屋久島は世界自然遺産として登録され、現在屋久杉の伐採が禁止されていることから、

原材料の確保が課題となっている。 



Ⅳ　 関係団体・ 機関・ 施設

１ 主要関係団体・関係機関
代表者 所在地 電話番号

会頭　岩崎　芳太郎 〒892-8588　東千石町1-38アイムビル13・14階 225－9500

会長　川田代　善彦 〒891-0141　谷山中央4丁目4849 268－3576

〒891-1303　本城町647-5 294－2714

〒891-1415　桜島藤野町1493-1 293－2491

〒891-0203　喜入町7010-5 345－2120

〒899-2703　上谷口町3211-8 278－1165

〒891-1102　東俣町1579 298－2435

会長　岩崎　芳太郎 〒892-8588　東千石町1-38アイムビル14階 225－9500

会長　森　　義久 〒892-0853　城山町1-24鹿児島県中小企業会館内 226－3773

会長　小正　芳史 〒892-0853　城山町1-24鹿児島県中小企業会館内 222－9258

会長　塩田　康一 〒890-8577　鴨池新町10-1販路拡大・輸出促進課内 251－8484

所長　石橋　洋一郎 〒892-0853　城山町1-24鹿児島県中小企業会館内 226－9156

会長　岩元　義弘 〒892-0821　名山町1-3鹿児島ビル内 222－3489

代表幹事　岡　恒憲
代表幹事　岩元　文雄

〒892-0821　名山町1-3鹿児島ビル内 222－4492

理事長　松村　崇司 〒890-8586　新照院町41-1城山ホテル鹿児島内 222－1342

理事長　悦田　克己 〒892-0853　城山町1-24鹿児島県中小企業会館内 219－1270

会長　岩元　正孝 〒892-0816　山下町9-15林業会館4Ｆ 225－8012

理事長　河井　達志 〒892-0853　城山町1-24鹿児島県中小企業会館内 223－2801

会長　有馬　勝正 〒892-0827　中町3-10　日専連ビル7F　71号室 223－4377

理事長　塩田　康一 〒892-0828　金生町6-6よかど鹿児島 本店ビル2階 223－9177

会長　濵田　雄一郎 〒892-0836　錦江町8－15 222－1455

理事長　岡村　謙 〒891-0122　南栄3丁目11-28 268－6181

理事長　大瀬　輝也 〒891-0123　卸本町4-7 204－7550

会長　川野　敏彦 〒892-0846　加治屋町14-3 223－0271

会長　山元　成巧 〒890-0014　草牟田2丁目36-39 226－0517

代表取締役社長　岩崎　芳太郎 〒892-0842　東千石町1-38アイムビル13階 805－1960

〒890-0053　中央町10キャンセ７階 285－0003

〒890-0061　天保山町1-1 252－4661

〒890-0056　下荒田1丁目43-28 250－6060

〒890-0068　東郡元町14-3 254－3752

〒890-0063　鴨池2丁目30-10 257－9240

２　関係施設

所管課 所在地 電話番号

産
業
政
策
課

〒890-0061　天保山町1-1 256－5633

〒892-0821　名山町9-15 227－1214

〒892-0815　易居町1-2
　　　　　　　　　市役所みなと大通り別館６階

219－1750

〒890-0067　真砂本町58-26 256－3868

〒891-0123　卸本町4-2 267－7995

〒891-1231　小山田町9353 238－2338

〒891-0144　下福元町11837-1 263－2228

〒890-0014　草牟田2丁目36-39 226－0517

〒890-0053　中央町10キャンセ7・8階 285－0003

鹿児島市計量検査所

（株）まちづくり鹿児島

（独）高齢･障害・求職者雇用支援機構鹿児島支部　鹿児島障害者職業センター

鹿児島県茶商業協同組合

鹿児島県酒造組合

鹿児島県信用保証協会

職業訓練法人鹿児島市職業訓練協会

（公社）鹿児島市シルバー人材センター

施設名

本場大島紬織物協同組合

(令和７年６月４日現在）

団体・機関名

鹿児島県商工会連合会

　　　　〃　 　　　喜入支所（旧喜入町商工会）

鹿児島県商店街振興組合連合会

鹿児島商工会議所

かごしま市商工会谷山本所（旧谷山商工会）

　　　　〃　　　　 吉田支所（旧吉田町商工会）

鹿児島経済同友会

　　　　〃　　　　 桜島支所（旧桜島町商工会）

鹿児島市クリエイティブ産業創出拠点施設（マークメイザン）

ソーホーかごしま

鹿児島市大島紬締機センター

鹿児島市大島紬のり張りセンター

錫山鉱山坑水処理施設

産
業
創
出
課

鹿児島市職業訓練センター

鹿児島市勤労者交流センター

雇
用
推
進
課

（公社）鹿児島青年会議所

　　　　〃　 　　　郡山支所（旧郡山町商工会）

鹿児島県商工会議所連合会

　　　　〃　 　　　松元支所（旧松元町商工会）

鹿児島県中小企業団体中央会

（公社）鹿児島県貿易協会

日本貿易振興機構鹿児島貿易情報センター

（公財）かごしま産業支援センター

（公社）鹿児島県工業倶楽部

鹿児島市竹産業振興センター

鹿児島県経営者協会

鹿児島公共職業安定所（ハローワークかごしま）

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構鹿児島支部　鹿児島職業能力開発促進センター

（公財）鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンター

産
業
支
援
課

（一社）鹿児島市商店街連盟

（公社）鹿児島県特産品協会

 55



56 

Ⅴ その他   

「第２期商工業振興プラン 施策体系」 

   

施策の柱①

新たな産業の
創出

取組方針 主な取組内容

付加価値の高い

新たなビジネスの創出

１

新規創業の促進２

戦略的な企業立地の

推進

３

施策の柱②

地域を支える
産業の
成長促進

事業活動の安定・

合理化・生産性の向上

１

経営力（経営基盤の
マネジメント）の強化

２

円滑な事業承継の推進３

海外への販路拡大１

施策の柱③

海外展開の
促進

就業環境の向上支援と

就業者の活躍促進

１

施策の柱④

魅力ある
就業環境と
担い手の確保

かごしまの商工業の

発展を担う人材の確保

２

施策の柱

魅力ある地域拠点

づくりの推進

４

ものづくり産業の

活性化支援
５

☐かごしまの豊かな資源を生かした新事業・新サービスの創出

☐食・ヘルスケア・環境分野をはじめとする新たなビジネス創出

☐高付加価値の創出支援（人材の活用と育成）

☐付加価値向上に資する情報発信

☐多様な創業に関する情報発信

☐創業（新たな創業／第２創業）に関する相談等の支援

☐創業後の事業継続に向けた相談等の支援

☐かごしま経済の競争力強化に資する企業立地の推進

☐企業立地の受入体制・環境の拡充

☐企業立地に関する情報発信・立地活動

☐デジタライゼーションやデジタルトランスフォーメーション（DX）の
情報発信・推進支援

☐マーケティング力の強化に関する情報発信・推進支援

☐業務改善手法等の情報発信・推進支援

☐事業活動の持続化に関する支援

☐経営・マネジメントに関する啓発・推進支援

☐経営者間のコミュニケーションの促進

☐事業承継に関する情報発信

☐事業承継を支援する体制（連絡調整機能）の充実

☐円滑な事業承継（親族間／第三者）の推進

☐多様な視点、アイデアを活用した新たなにぎわい拠点形成の推進

☐街なかへの出店・創業の促進

☐商店街等組織の強化

☐伝統的工芸品関連産業の認知度向上と販路拡大

☐生産者の技術向上と後継者育成の支援

☐海外市場（トレンド・ニーズ等）に関する情報提供

☐海外展示会・商談会への出展支援

☐ ECサイトの多言語化など海外への情報発信支援

☐海外取引実務に関するノウハウ習得機会の提供

☐ かごしまの資源を活用した商品等の海外展開支援機能（地域商社）の
育成支援

☐市内企業の仕事の魅力の再定義・情報発信に関する支援

☐職場環境の向上と柔軟な働き方への対応に関する支援

☐多様な人材（シニア・女性など）の活躍の促進

☐大学生の地域連携活動、地域課題解決への関与促進

☐若者の地元定着促進

☐UIJターンの促進

施策の柱と

SDGsとの関係
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地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業の促進 

 

１ 趣旨 

  地域未来投資促進法（平成 29 年 7 月 31 日施行）は、地域の特性を生かして高い付加価

値を創出し、地域の事業者に対する経済的波及効果を及ぼす事業（地域経済牽引事業）を

促進することにより、地域の成長発展の基盤強化を図ることを目的としている。 

  同法に基づき地域経済牽引事業を実施する事業者については、課税の特例などの支援措

置が設けられている。 

 

２ 事業の流れ 

  同法に基づく支援措置を受けるには、事業者は県の基本計画に基づき「地域経済牽引事

業計画」を策定し、県の承認を得る必要がある。 

 

３ 鹿児島県の基本計画の概要（「地域経済牽引事業計画」承認にあたっての要件） 

対象地域 
鹿児島県下４３市町村の全区域（一部対象外あり） 

※鹿児島市においては、市の全区域（国立公園の一部を除く） 

要

件 

対象分野 

(９分野) 

本県の地域の特性として掲げる以下の分野に関連する事業を対象 

①電子関連 ②自動車関連 ③食品関連 ④ヘルスケア関連 ⑤航空宇宙関連 

⑥ロボット関連 ⑦情報通信関連 ⑧環境・新エネルギー関連 ⑨観光関連 

高い付加価

値の創出 

事業計画期間を通じた地域経済牽引事業の付加価値増加分が 3,921 万円を上回

ること。 

地域の事業

者に対する

経済的効果 

以下のいずれかの効果が見込まれること。 

①県内事業者との取引額が、計画期間を通じて８％以上増加すること。 

②事業所の売上げが、計画期間を通じて７％以上増加すること。 

③事業所の雇用者数又は雇用者給与等支払額が、計画期間を通じて３％以上増

加すること。 

 

４ 支援措置 

  県の承認を受けた地域経済牽引事業計画に基づいて行う設備投資に対し、税の特例があ

る。 

 (1) 国税の特例 ：法人税の特別償却又は税額控除 

 (2) 地方税の特例：不動産取得税（県税）及び固定資産税（市町村税）の免除 

 ※税の特例措置を受けるには、国から事業の先進性について確認を受ける必要がある。 

 ※税の特例以外にも、金融支援等の支援措置が設けられている。 

 

５ 様式等の掲載 

  地域経済牽引事業計画の様式、申請書等は、県及び市のホームページに掲載。 

 ・県ＨＰトップ＞産業・労働＞企業立地＞地域未来投資促進法について 

 ・市ＨＰトップ＞産業・しごと＞商工業＞お知らせ 

＞地域経済牽引事業に係る固定資産税の課税免除（地域未来投資促進法）＞地域未来投資促進法

について（鹿児島県ホームページへリンク） 

 

 【問い合わせ先】 産業政策課企画調整係 
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